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荒木浄水場運転管理等業務委託 公募型プロポーザル実施要項 

  

１ 目的  

本要項は、「荒木浄水場運転管理等業務委託」に係る契約の相手方となる事業者の選定

にあたり、公募型プロポーザルの実施方法等、必要な事項を定める。  

  

２ 業務概要 

（１）業 務 名   荒木浄水場運転管理等業務委託 

（２）業務内容  荒木浄水場運転管理等業務委託要求水準書のとおり 

（３）業務期間 令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

（４）業務場所 久留米市荒木町白口５５ 荒木浄水場 

          業務の範囲は、当企業団が管理する下記の施設とする。 

             東櫛原取水口、東櫛原取水場、原水調整池取水塔、八女水源地、

荒木浄水場、藤山系送水ポンプ場、藤山調整池、高田中継ポンプ

場、各構成団体受水施設に設置している機器類、導・送水管路 

  

３ 見積限度額 

   本業務委託の上限価格は、次のとおりである。 

    業務委託料 ６４６，８００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

※物品等購入費用については、業務委託料とは別枠で取り扱い、その支払いについて

は、実際に要した費用の実費を当該上限額の範囲内で行うものとする。 

     物品等購入費用上限額 １０，０００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 参加資格要件  

本プロポーザルに参加できる者は、プロポーザル参加申込書の提出締切時点で、次に掲

げる全ての要件に該当する者とする。  

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当しない者である

こと。  

（２）福岡県南広域水道企業団指名停止等措置要綱に基づく指名停止措置を受けてないこ

と。  

（３）当企業団の業務委託における競争入札参加資格者名簿において、浄水施設等運転管理

で登録されている者であること。 

（４）電子交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状

態が著しく不健全であると認められる者でないこと。  

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされて

いる者でないこと、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。  

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団でないこと、又は同法第６号に規定する暴力団員等でないこ

と、又は法人であってその役員が暴力団員等でないこと。 

（７）法人として登録されている者で、九州に本社又は営業所を置く団体であること。 
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（８）自社で雇用している水道技術管理者かつ水道施設管理技士 2級以上を有する総括責任

者を配置できること。 

（９）平成２８年度以降、元請として公称施設能力５０,０００㎥/日を超える沈殿ろ過方式

の浄水場において、運転管理業務の受託実績が２年以上あること。 

（１０）単独企業による応募とすること。 
 

５ 実施形式 

公募型 

 

６ スケジュール 

   本業務委託の契約までのスケジュールは、以下のとおりとする。 

日  程 内  容 

令和 7 年 8月 1 日（金） 本プロポーザルの公告 

令和７年 8月 1 日（金）～ 

令和７年 8月 12 日（火） 
参加申込書の提出期間 

令和７年 8月 18 日（月） 参加資格の審査結果通知 

令和７年 8月 20 日（水）～ 

令和７年 8月 27 日（水） 
資料の閲覧申込期間 

令和７年 9月 1 日（月）～ 

令和７年 9月 5 日（金） 
資料の閲覧期間 

令和７年 9月 8 日（月）～ 

令和７年 9月 19 日（金） 
企画提案書等作成に係る質問期間 

令和７年 9月 8 日（月）～ 

令和７年 9月 25 日（木） 

企画提案書等作成に係る質問に対する 

回答期間 

令和７年 10 月 1 日（水）～ 

令和７年 10 月 8 日（水） 
企画提案書等の受付期間 

令和７年 10 月 14 日（火） プレゼンテーション・ヒアリング日程の通知 

令和 7 年 10 月 24 日（金） プレゼンテーション・ヒアリングの実施日 

令和７年 10 月 31 日（金） 
ヒアリング結果確認書の提出期限（参加事業

者が提出） 

令和 7 年 11 月 25 日（火） 審査結果通知 

令和７年 12 月下旬 事業者との見積合わせ・契約書締結 

  ※日程に変更が生じた場合は通知する。 

※日程のうち、土曜日、日曜日、祝日、年末年始（１２月２９日～１月３日）は受付窓

口の対応を行わない。 

 

７ 参加申込の手続き 

   本プロポーザルの参加希望者は、次に示す書類を提出すること。 

（１）提出書類 
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ア 参加申込書 （様式１）        １部 

【添付書類】 

ⅰ 参加資格に係る申立書（様式２） 

ⅱ 水道技術管理者及び水道施設管理技士 2級以上の資格を有することの証   

  し、及びその該当者が団体に雇用されていることを示す証明書等の写し 

ⅲ 浄水場運転管理業務の受託実績を示す契約書、仕様書等の写し（「４参加資

格要件（９）を証明するもの」 

イ 委任状（様式８）    １部  

本プロポーザルに関する権限を代理人に委任する場合のみ提出すること。 

（２）提出期間 

 令和７年８月１日（金）から令和７年８月１２日（火）まで 

（３）提出方法等 

ア 提出は「２１書類の提出先（受付窓口）」への郵送とし、提出期間末日の１７：０

０必着とする。発送後は必ず受付窓口まで電話連絡を行うこと。また、配達までの

送達過程の記録が確認できる簡易書留等によるものとする。持参は不可とする。 

イ 各書類は様式リストに示された指定様式で作成すること。 

ウ 用紙サイズＡ４判又はＡ３判とし、Ａ３判はＡ４判の大きさに折り込み、Ａ４判フ

ァイル綴じとすること。  

エ ＣＤ－Ｒ（容量が不足する場合はＤＶＤ－Ｒとする。）に、提出書類の電子データ

を格納し提出すること。様式の指定があるものは、ＰＤＦ形式に変換せず、その他は

ＰＤＦ形式とし、ウィルスチェックを行った上で提出すること。  

 （４）参加申込の秘匿 

     以降の評価は全て匿名で行う。匿名性を担保するため、参加申込をした事実の公表

は審査結果通知まで一切行わないこと。 

 

８ 参加資格確認結果の通知 

参加者が「４参加資格要件」を全て満たしているかを確認し、その結果を令和７年８月

１８日（月）までに書面を発送して通知する。（様式３又は様式４） 

 

９ 資料の閲覧 

希望者に対して、企画提案書等の作成のために必要な各種資料の閲覧を、日時を指定し

実施する。なお、指定日時以外の閲覧は認めない。 

 （１）閲覧期間 

     令和７年９月１日（月）から令和７年９月５日（金）の９：００から１７：００ま

で（土日祝日を除く） 

 （２）閲覧場所 

     福岡県久留米市荒木町白口５５ 荒木浄水場 

 （３）閲覧人数 

     ５名以内 

 （４）閲覧提供資料 

   ア 荒木浄水場水処理指針 

イ 浄水場運転・維持管理に係るマニュアル等 

ウ 各種報告書及び帳票類 

エ 施設データ 
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 （５）閲覧申込方法 

    閲覧申込書（様式１３）に必要事項を記載のうえ、電子メールに添付して、「２１

書類の提出先（受付窓口）」宛に送信し、着信確認の電話連絡をすること。 

（６）閲覧申込提出期間 

    令和７年８月２０日（水）９：００から令和７年８月２７日（水）１７：００まで

に必着とする。 

（７）留意事項 

ア 閲覧希望日が複数の参加事業者で重複した場合、当企業団にて日程を調整する。 

イ 資料の閲覧は、荒木浄水場内の指定された場所でのみ可能とし、指定の場所以外へ

の閲覧資料の持ち出しを一切禁止する。 

ウ 複写を希望する者は複写機又はカメラ等を持参すること。 

エ 資料の閲覧において知り得た情報は、他に漏らしてはならない。 

 

１０ 質問期限及び回答 

   企画提案書等の作成に際して、実施要項等に関する質疑は、次に示す方法にて行うもの

とする。 

（１）質問方法  

ア 質問書（様式９）のデータを添付した電子メールを「２１書類の提出先（受付窓

口）」宛に送信し、着信確認の電話連絡を行うこと。 

イ 質問書には参加事業者名を明記し、質問の対象となる文書名、頁、該当項目等を

記すこと。 

ウ 質問書には、意見等は記載しないこと。 

エ 意見と判断される事項並びに実施要項、事業者評価基準及び本業務委託の要求水

準書以外の質問には回答しない。 

（２）質問期間  

    令和７年９月８日（月）９：００から令和７年９月１９日（金）の１７：００まで

に必着とする。 

（３）回答方法 

質問への回答は、質問書に記載したメールアドレス宛に電子メールで送信する。ま

た、必要に応じて企業団ホームページに掲載する。 

 （４）回答期間 

令和７年９月８日（月）９：００から令和７年９月２５日（木）１７：００まで

に随時行う。 

 

１１ リスク分担 

   本業務のリスク分担は、下記のとおりとする。 

種 類 内 容 委託者 受託者 

契約締

結前 

募集資料 募集資料の誤り又は変更によるもの  ○  

応募コスト 応募に係る費用負担  ○ 

契約 
委託者の帰責事由により契約締結ができない、又

は契約手続に時間がかかるもの 
○  
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種 類 内 容 委託者 受託者 

契約締

結前 

契約 受託者の帰責事由により契約が締結できない、又

は契約手続に時間がかかるもの 
 ○ 

契約締結遅延 
委託者の帰責事由による契約締結の遅延、未締結 ○  

受託者の帰責事由による契約締結の遅延、未締結  ○ 

社会 

住民対応 

本業務の実施に対する地域の要望等によるもの ○  

受託者が実施する業務に起因する住民反対運動、

訴訟・要望によるもの 
 ○ 

環境 

受託者が実施する業務による環境問題（周辺への

環境悪化、振動・騒音・地盤沈下・臭気等）  
 ○ 

上記以外のもの ○  

第三者賠償 
委託者が実施する業務により第三者に与えた損害 ○  

受託者が実施する業務により第三者に与えた損害  ○ 

経済 物価変動 

物価変動（インフレ、デフレ）に係る費用の増

減、又は、一定の範囲を越えた物価変動（インフ

レ、デフレ）に係る費用の増減 
協議 

（物価スライド

条項による） 物価変動（インフレ、デフレ）に係る費用の増減

（一定の範囲内）  

制度 

法令変更 
本事業に直接関わる法令の新設・変更によるもの ○  

上記以外の法令の新設・変更によるもの  ○ 

税制変更 

消費税の変更、法人の利益にかかる税以外の税

制変更によるもの 
○  

本事業に直接関わる新税の成立、税制変更によ

るもの 
○  

法人の利益にかかる税の変更によるもの  ○ 

契約 

締結後 

許認可 
受託者が取得すべき許認可の取得の遅延によるも

の 
 ○ 

中止・遅延 

委託者の指示、債務不履行、議会の不承認による

もの 
○  

受託者の債務不履行、事業放棄、破綻によるもの  ○ 

計画変更 
委託者による本事業の業務範囲の縮小、拡充等に

よるもの 
○  

不可抗力 
天災・暴動等不可抗力による契約の中止・変更・

延期、施設損壊 
○  

財務 
委託者の債務不履行によるもの  ○  

 受託者の業務放棄、破綻  ○ 

運転維

持管理 
費用増加 

委託者の指示・提示条件の不備・変更による費用

の増加  
○  

受託者の提案内容、運転・維持管理業務の不備・

変更による費用の増加  
 ○ 
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種 類 内 容 委託者 受託者 

運転維

持管理 

要求水準書 

未達 

委託者の指示、提示条件・変更、不可抗力による

もの 
○  

運転・維持管理業務に関する要求水準の未達によ

るもの 
 ○ 

施設損傷 

本施設の劣化・老朽化に対して受託者が適切な維

持管理業務を行わなかったことによる施設損傷  
 ○ 

委託者及び第三者の帰責事由による本施設の損傷 ○  

水質等変動 

取水又は流入水の著しい悪化による場合又はやむ

を得ない場合による経費の増加 
○  

上記以外の経費の増加  ○ 

原水水質等変

動 

施設の性能上、水質基準等を満足できない場合 ○  

受託者側の事由によらない原水水量不足（渇水

等）による水量を満足できない場合 
○  

施設改修 

受託者の帰責事由により本施設の改修が必要とな

った場合  
 ○ 

委託者の帰責事由により本施設の改修が必要とな

った場合や施設の劣化、経年等による性能不足に

関するリスク 

○  

事故・災害 
受託者の帰責事由による事故の発生  ○ 

上記以外（不可抗力）による事故の発生 ○  

緊急時の対応 

災害及び事故等の緊急事態の際の初動対応に係る

費用 
 ○ 

上記以外の災害及び事故等の緊急事態対応（復旧

費等）に係る費用 
○  

契約解除 
委託者の帰責事由により契約を解除する場合 ○  

受託者の帰責事由により契約を解除する場合  ○ 

移管手続 業務期間終了時の手続に要する費用負担   ○ 

契約不適合 

業務開始前及び業務開始後１年以内における施設

設備機能に関する契約の不適合による費用の増加 
○  

業務終了後１年以内における施設設備機能に関す

る契約の不適合による費用の増加 
 ○ 

 

１２ 企画提案書作成方法  

（１）様式等の形式  

ア 表紙（様式６） 

イ 様式  Ａ４版縦型・長辺綴じ 

ウ 文字  フォントサイズ１１ポイント・横書き  

エ 提出部数   ８部（正１部、副７部）。副７部は会社名を除く。  

  上記のほか、提案書の電子デ－タをＣＤ－Ｒに格納し２枚提出。  

オ 制限枚数   表紙及び目次を除き、３０ペ－ジ以内とする。  
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（２）構成とポイント  

ア 企画提案書は、下表に示す構成とすること。  

イ 提案のポイントに留意し、文章で簡潔に記載すること。  

ウ 文章を補完するためにイメ－ジ図又は図面等を使用して差し支えない。ただし、制

限枚数の範囲に収めること。  

エ 企画提案書中には会社名が判別できる記載を行わないこと。  

 

   
構成  ポイント  

1  運転管理業務の基本方針 業務の目的・内容及び安全・安定供給のために重点

を置いていることを記載のこと 

2  運転管理体制  引継ぎ期間または業務開始にむけての運転管理体

制、業務開始からの運転管理体制の構築について、

ローテーションの組み方、総括責任者の任務、要員

数等について記載のこと 

3 運転員の資質・経験 運転管理技術、保守管理技術、不測の事態への支援

体制、必要な資格取得者数と配置数等について記載

のこと 

また、教育研修プログラムの充実度、技術・技能・

知識習得のシステム等について記載のこと   

4  危機管理対策  安全管理への計画、事故防止策、水質事故、異常時

対応及び応急措置対応能力について記載のこと 

また災害時の連絡体制等の整備、各種手順書の整理

及び改定方法等について記載のこと  

5  水道施設の保守管理 保守点検の考え方、保守対応方法、故障対応能力の

水準等について記載のこと。また、簡易水質検査、

採水業務、器具洗浄業務、小学校見学等案内の手

順、体制、留意点を記載すること 

6 創意工夫、効率化 運転管理体制の見直しや新技術の導入等による業務

の効率化及び、エネルギーの削減方法について記載

すること。 

  

１３ 企画提案書等の提出 

（１）提出書類  

     本プロポーザルの参加者は、次に示す書類を提出すること。 

（プロポ－ザル参加資格を有すると認められた者のみ提出すること。）  

ア 団体概要（様式５）      １部  

【添付書類】 

ⅰ 直近３ヵ年度分の決算関係書類の写し（貸借対照表及び損益計算書又は決算

書） 

ⅱ 定款、規約等  

イ 企画提案書 （表紙：様式６）   ８部（正１部、副７部） 
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ウ 価格提案書 （様式７）     １部  

長形３号の封筒に入れ、印鑑で封筒の綴じ目３箇所に封印をして提出すること。 

   エ プレゼンテーション・ヒアリングに参加する者の人数（５名まで）、氏名、役職

（書式任意） 

（２）提出方法等 

ア 提出は「２１書類の提出先（受付窓口）」への郵送とし、提出期限必着とする。発

送後は必ず受付窓口まで電話連絡を行うこと。また、配達までの送達過程の記録が

確認できる簡易書留等によるものとする。持参は不可とする。 

イ 各書類は様式リストに示された指定様式で作成すること。 

ウ 用紙サイズＡ４判又はＡ３判とし、Ａ３判はＡ４判の大きさに折り込み、Ａ４判フ

ァイル綴じとすること。  

エ ＣＤ－Ｒ（容量が不足する場合はＤＶＤ－Ｒとする。）に、提出書類の電子データ

を格納し提出すること。様式の指定があるものは、ＰＤＦ形式に変換せず、その他は

ＰＤＦ形式とし、ウィルスチェックを行った上で提出すること。 

（３）提出期間 

 令和７年１０月１日（水）から令和７年１０月８日（水）まで 

   

１４ 審査・選定方法 

（１）審査方法 

     本業務委託プロポーザル審査委員会（以下「委員会」という。）を設置し、企画提

案書等の審査及び評価を行い、優先交渉権者の選定を行う。 

 （２）プレゼンテーションの実施 

     企画提案書等を提出した者に対して、プレゼンテーションの機会を設ける。 

  ア 実施日 令和７年１０月２４日（金）  

（応募者が多数の場合は、別途審査日を設ける場合がある。）  

イ 参加人数 ５人以内（うち１名は本業務の総括責任者とすること）  

   ウ 留意事項 

ⅰ １者あたりの持ち時間は４０分程度とし、うちプレゼンテーションを２０分以

内、ヒアリングを２０分程度とする。 

     ⅱ プレゼンテーションは、当企業団に提出した企画提案書等を基に行うこと。 

     ⅲ プレゼンテーションを行うにあたり、必要な機器はすべて提案者が準備するこ

と。ただし、スクリーン及びプロジェクターは、借用可とする。 

     ⅳ ヒアリングで回答できない事項は、後日、ヒアリング結果確認書（様式１４）

で、令和７年１０月３１日（火）１７：００までに回答すること。 

   ⅴ プレゼンテ－ションにおいて、会社名が判る口頭での説明や、画面上での会社

名（会社名を判別できる表示を含む。）の記載は行わないこと。  

 

（３）評価基準  

ア 企画提案書及びプレゼンテーションによる各評価項目及び配点は、次のとおり

とする。 
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   評価項目 評価内容  配点  

1 運転管理業務の基

本方針 

（６） 

水道用水の安全、安定供給のために必要な方針を示してい

るか 
３点 

業務の目的・範囲・重要性を的確に理解しているか ３点 

2 運転管理体制 

（９） 

総括責任者や各業務の担当者の役割が明確で、体制が整備

されているか 
３点 

引継ぎ業務期間に、業務開始に向けてスムーズに移行でき

る体制が整備されているか 
３点 

業務開始からの運転管理体制の構築について、ローテーシ

ョンの組み方は適正かつ十分か 
３点 

3 運転員の資質・経

験 

（１４） 

総括責任者の同種業務経験年数、資格の保有状況 ３点 

運転員の実務経験（3 年以上）や専門資格（電気・機械・

水質分析など）の保有状況及び配置できる割合 
８点 

新人教育・スキルアップ研修、安全教育の計画・実施状況 ３点 

4 危機管理対策 

（１４） 

安全管理への計画、事故防止策、水質事故、異常時対応と

連絡体制 
３点 

電気・機械設備のトラブル・異常時における応急処置の可

能な範囲 
８点 

不具合対応手順書の整備、改定方法 ３点 

5 水道施設の保守管

理  

（８） 

薬注機器、屋外機器、水質自動計器等の保守点検の考え

方、保守対応方法、故障対応能力 
５点 

簡易水質検査、器具洗浄業務、採水業務、小学校見学等案

内の実施体制、物品等購入の方法 
３点 

6 創意工夫、効率化 

（９） 

維持管理方法や業務手順書等の見直しによる効率化への取

り組み 
３点 

IoT、遠隔監視、AI 活用等による効率化への取り組み ３点 

エネルギー削減への取り組み ３点 

企画提案 小計  ６０点 

１ 法人・団体評価  経営規模、財務状態、経営成績  ５点 

２ 受託実績  浄水場運転管理業務の受託状況  ５点 

業務実績 小計  １０点  

価格提案(業務委託料) 配点×各参加事業者の提案価格のうち最低価格／自社

の提案価格 
３０点  

総合点  １００点  

 

イ 採点基準及び評価点の算出方法 

各評価者の評価点を、以下のとおり算定する。  

ⅰ 企画提案 

・参加事業者から提出される企画提案書を基に評価を行う。  
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・各評価項目の評価点は、各評価者がａｂｃｄｅの５段階にて評価したものに

ついて、以下に示す「企画提案書の得点化方法」により得点（小数点以下第

２位を四捨五入し、小数点以下第１位まで）を付与する。  

  

ⅰ－① 企画提案書の得点化方法  

評価  判断基準  得点化方法  

ａ  より優れている（高度な提案をしている） 配点×1.0  

ｂ  満足できる（十分な提案をしている） 配点×0.8  

ｃ  標準的である（平均的な提案をしている） 配点×0.6  

ｄ  物足りなさを感じる（やや提案が乏しい） 配点×0.4  

ｅ  不安である（提案が乏しい） 配点×0.2  

  

ⅱ 業務実績（法人・団体の評価） 

・参加事業者から提出される団体概要と決算関係書類（直近の貸借対照表及

び損益計算書又は決算書）を基に経営状況の評価を行う。 

・本評価項目の評価点は次表「ⅱ－①～③」で得られた得点の合計点とす

る。  

・１団体当りの最高評価点 ５点  

 

ⅱ－① 経営規模（信用性）  

資本金額  得点  

５０，０００千円以上  １点  

５０，０００千円未満  ０点  

  

ⅱ－② 財務状態（安全性：貸借対照表より）   

自己資本比率  得点  

５０％以上  ２点  

３０％以上５０％未満     １点 

３０％未満  ０点  

  

ⅱ－③ 経営成績（収益性：損益計算書より）  

収益性  得点  

２年純利益の場合  ２点  

１年純利益の場合  １点  

その他の場合  ０点  

 

ⅲ 業務実績（受託実績） 

・参加事業者から提出される浄水場運転管理業務の受託実績を基に評価を行

う。他の事業体での受託実績による豊富な経験及びノウハウの蓄積等につい
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て審査評価するため、運転管理業務を受託している主要な事業体について、

公称施設能力に応じた得点により評価する。  

・本評価項目の評価点は、最大２件の業務実績（元請として沈殿ろ過方式の浄

水場運転管理業務の受託実績が２年以上あるもの）に対して次表「ⅲ－①、

②」で得られる得点の合計点とする。  

・１団体当りの最高評価点 ５点  

  

ⅲ－① 業務実績（1 件目）  

公称施設能力㎥/日  得点  

１０万㎥/日以上  ３点  

  

ⅲ－② 業務実績（２件目）  

業務実績が２件以上ある場合、「ⅲ－① 業務実績（１件目）」に次表の点を加点 

公称施設能力㎥/日  得点  

５万㎥/日以上  ２点 

  

ⅳ 価格提案  

・参加事業者から提出される価格提案書の金額をもとに評価を行う。  

・提案価格が上限価格（消費税及び地方消費税抜き）を超えた場合は失格とす

る。  

・本評価項目の評価点は次による。なお、評価点は小数点第２位を四捨五入す

るものとする。 

価格評価点＝配点×（各参加事業者の提案価格（業務委託料）のうち最低価格 

／自社の提案価格（業務委託料）） 

 ウ 総合点  

・各評価者が上記により算定した評価点を合計したものとする。  

  

１５ 候補者の選定方法  

（１）失格者及び企画提案（※業務実績・価格提案は除く）における評価値の合計点が満点の

６割に達しない者を除いたもののうち、総合点が最も高い者から順に候補者として順位付

けを行う。  

（２）（１）において、総合点が同点の者が複数の場合は、価格提案書の金額が最も安価な者

から順に候補者として順位付けを行う。  

（３）（２）において、価格提案書の金額も同額の場合はくじ引きによって順位付けを行う。

（４）参加者が１者であっても審査を実施するが、企画提案における評価値の合計点が満点の 

６割に達する者がいない場合には、プロポーザルの手続きを中止するものとする。  

 

１６ 審査結果  

（１）通知方法 プレゼンテ－ション審査を行った全ての者に文書にて通知する。  

（２）通知時期 令和７年１１月２５日（火）  
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１７ 失格事項  

次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。なお、失格となった場合は、

別途通知する。 

（１）参加資格要件を満たしていない場合又は満たさなくなった場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合、又は提出書類に不備があった場合  

（３）実施要項で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等の条件

に適合しない書類の提出があった場合 

（４）選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

（５）プレゼンテ－ションを正当な理由なく欠席した場合  

（６）価格提案書の金額が「３見積限度額」に記載する上限価格を超過した場合 

  

１８ 契約の締結  

候補者を決定した後、企画提案書に記載された内容を反映しつつ、必要に応じて候補

者と協議し当該業務の仕様書を作成し、その仕様書に基づいて見積書を徴取し、契約を

締結する。  

なお、契約締結過程において、候補者が失格事項に該当することが判明した場合な

ど、契約が合意に至らなかった時は、次順位候補者と契約交渉を行う。  

  

１９ 情報公開及び提供  

当企業団は提出された企画提案書等について、福岡県南広域水道企業団情報公開条例

（平成１６年８月１３日条例第１５号）の規定による請求に基づき、第三者に開示する

ことができるものとする。  

ただし、法人等の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報は非開示

となる場合がある。また、本プロポ－ザルによる契約締結前において、公正又は適正な

候補者選定に影響がでるおそれがある情報については決定後の開示とする。  

  

２０ その他  

（１）参加辞退の場合  

 書類提出後、都合により参加を辞退することになった場合は、速やかに書面（様式１ 

０）により、「２１書類の提出先（受付窓口）」に提出すること。  

（２）提出書類  

ア 提案書の提出は、１者につき１案とする。  

イ 提出されたすべての書類は返却しない。また、提出後の差し替え及び追加、削除は認

めない。  

ウ 提出された書類は、提出した者に無断でこのプロポ－ザルに係る審査以外には利用し

ない。 

エ 本提案に係る書類作成及び提出費用など、必要な経費は全て企画提案者の負担とす

る。また、やむを得ない理由等により本公募型プロポ－ザルを中止することがあるが、

この場合、本公募型プロポ－ザル方式に要した費用を当企業団に請求することはできな

い。  
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（３）著作権等の権利  

企画提案書の著作権は、当該企画提案書を作成した者に帰属するものとする。ただ

し、当企業団と契約に至った者が作成した企画提案書については、当企業団が必要と認

める場合には、当企業団は、あらかじめ通知することによりその一部又は全部を無償で

使用（複製、転記又は転写をいう。）することができるものとする。  

（４）異議申立  

申込者は、本プロポ－ザル方式の実施後、不知又は内容の不明を理由として、異議を

申し立てることはできない。  

（５）言語及び通貨単位  

手続きにおいて使用する言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨に限る。  

（６）誓約書の提出  

候補者は契約の際に暴力団排除に係る条項を記載した当企業団指定の誓約書を提出し

なければならない。 

  

２１ 書類の提出先（受付窓口） 

   〒８３０－００６２ 

福岡県久留米市荒木町白口５５ 

   福岡県南広域水道企業団 施設部 浄水管理課 

   電話番号   ０９４２－２７－１５６１ 

   FAX 番号   ０９４２－２７－１７９５ 

   電子メール  josuikakari@sfwater.or.jp 

   企業団ホームページ https://www.sfwater.or.jp/ 

 


